
令和５年度（2023 年度）第５回北海道障がい者施策推進審議会（書面開催）議事録 

 

１ 書面開催 

（１）書面送付 

令和６年（2024 年）３月 15 日付け障福 3853 号通知 

（２）意見提出期限 

令和６年（2024 年）３月 22 日（金） 

（３）書面送付先 

北海道障がい者施策推進審議会 藤原会長をはじめ委員全 15 名 

 

２ 協議事項 

  障がいのある方の結婚・出産・子育てに係る対応策（案） 

 

３ 委員からの意見等 

項目 内容 

(1)グループホーム等

における意思決定支

援の推進 

事務所職員の負担増が心配。当事者が気軽に相談できる相談窓口があ

ると良い。→①（大田委員） 

(2)障がいのある方の

結婚・出産・子育て

を支える体制づくり 

特に意見無し 

(3)国への必要な要望 

 

その地域が必要とする支援について、地域特性に応じた柔軟且つ実効

性の高い法整備等も含めた極めて強力なバックアップが不可欠となる。

→②（櫻田委員） 

ア、＜現状と課題＞と＜対応策＞を連動させることが必要。連動させる

ためには、現行の＜現状と課題＞はサテライト型住居が論点となるた

め、現行の２点をまとめて、「様々な障がい状況や環境下で生活する

障がいのある方の子育てを支える支援策の協議や、支援体制づくりの

ためには、「育児支援」を共通の主題として多方面の関係機関・関係

者が連携する必要がある」という趣旨の文言を追加してはどうか。 

イ、「国費負担基準額を緩和」はわかりにくいため、組込む等の記載で

はいかがか。 

ウ、「把握をした結果、地域において不足している場合」と記載がある

が、その把握をした結果を基に国へ要望となるのか、現時点での国へ

の要望となるのか。→③（橋本委員） 

 

４ 意見に対する対応 

① 大田委員からの御意見 

→意思決定支援に努めることは事業所が従うべき基準であり、既に適切に実施している事業所に

は負担増とならないと認識していますが、対応策にあるとおり、結婚・出産・子育て等の意思決

定支援の好事例を提供するなどして、事業所を支援します。 

 

② 櫻田委員からの御意見 

→地域が必要とする支援については、(2)に記載したとおり地域支援体制づくりについて具体的に

検討することとしており、検討する過程において、法整備も含めた措置が必要と判断される場合

は、国への要望も考えられます。 

 

③ 橋本委員からの御意見 

ア→当初、対応の方向性をお示ししたときは、居宅介護の報酬の国への要望については、現状と

課題に対応して(2)の対応策に記載していましたが、国への要望項目をわかりやすくまとめる

必要がありましたので、(3)に記載することになりました。 

イ→今後、居宅介護事業所の育児支援への対応状況を調査し、国への要望を行う際に、いただい

た御意見を参考にさせていただきます。 



ウ→現時点での要望とするため、御意見をいただいたとおり「把握した結果、地域において不足 

している場合」の記載を修正しました。 

修正前 ○ (２)により育児支援に対応している居宅介護事業所を把握した結果、地域におい

て不足している場合には、居宅介護における育児支援を報酬上評価することや、自

立支援給付費の国庫負担基準額を緩和することにより、育児支援に対応している居

宅介護事業所が増加するよう国に要望することとします。 

修正後 ○ 育児支援に対応する居宅介護事業所を把握した結果を踏まえ、居宅介護における

育児支援の報酬を引き上げることや、自立支援給付費の国庫負担基準額（上限額）

を緩和することにより、育児支援に対応する居宅介護事業所が増加するよう国に要

望することとします。 

 

 

５ 対応策の概要 

項目 内容 

(1)グループホーム等

における意思決定支

援の推進 

・意思決定支援ガイドラインに基づく体制の整備について実地指導時に

指導・助言 

・意思決定支援の好事例の収集と情報提供 

・意思決定支援のスキル習得のための研修実施 

(2)障がいのある方の

結婚・出産・子育て

を支える体制づくり 

・居宅介護事業所の育児支援への対応状況等を調査 

・地域の関係者による協議の場において、子育てを支える体制づくりを

具体的に検討 

(3)国への必要な要望 ・居宅介護事業の育児支援の報酬の引上げ等を要望 

・グループホームのサテライト型住居で子育てできるよう要望 

 

６ 今後の対応 

  意見をいただいた内容を参考に、次のとおり対応予定としています。 

  ・対応策に沿って、国へ要望する。 

・育児支援に関する調査を実施。 

    ・地域の関係者による協議の場での議論。 

    ・地域で子育てを支える体制づくりの検討結果をとりまとめ。  


